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全国 2,430件の行政処分事例を調査、法令違反の傾向を発表 

「貨物自動車運送事業法」に基づく違反が最多 

～運送業や自動車整備業で違反多数、働き方改革に逆行する法令違反も多発～ 

 

AI与信管理サービスを提供するアラームボックス株式会社（本社：東京都新宿区、代表取締役：武田浩

和、以下「当社」）は、この度、2023年 9月 1日～2024年 8月 31日に官公庁が公表した 2,430件の行

政処分および行政指導を対象に、根拠となった法令を調査し「行政処分件数ランキング」を集計しまし

たので発表します。 

 

◆行政処分件数ランキング 

 

◆調査背景 

コンプライアンス意識が高まる昨今、コンプライアンス違反をした企業は SNS での拡散やメディアの報

道により社会的信用を失い、ブランドイメージが低下します。特に、明確なコンプライアンス違反である

行政処分を受けた企業の評判低下は著しく、このような企業との取引が発覚した場合は、取引先の社会

的信用も低下する可能性があります。そのため、企業は自社のみならず取引先など関係先企業が社会的
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責任を果たし法令遵守をしている企業かどうか見極める必要があります。 

 

これらを背景として、当社は与信管理業務の DX を推進するなかで、「アラームボックス 行政処分デー

タ」の提供を開始しており、各省庁などのウェブページに点在する行政処分情報を収集・提供してきまし

た。 

定性情報の活用に強みを持つ当社が収集した行政処分に関する情報や考察を発表することで、企業がコ

ンプライアンス違反防止に取り組むきっかけとなること、企業活動や与信管理における行政処分情報の

重要性と活用法を啓発していくことを目的として、この度、本調査の実施と発表に至りました。 

 

 

◆主な調査結果（サマリー） 

ネット上で公開される行政処分情報を分析した結果、運送業や自動車整備業、建設業など特定業界での

業法違反が多数発生していました。その他には、危険を伴う職務の安全基準を守っていない企業や働き

方改革に逆行する労働環境となっている企業のコンプライアンス違反が多発していました。 

 

・特定業界での業法違反が多数、運行管理・整備基準などで違反相次ぐ 

従業員と顧客の安全を守り、公共の福祉を保つため、特定業界には企業に一定の規制をかける業法が定

められています。これにより、過当競争や不適格な事業者が市場に与える影響が抑えられ、安全な事業運

営が維持されています。貨物運送業や旅客運送業では『運行管理』、自動車整備業では『整備基準』、建設

業では『資格基準』が求められますが、これら業法の違反が多発していました。企業は一般的な労働規制

だけでなく、業法を正しく把握・遵守し、適正な管理体制を確立する必要があります。 

 

・働き方改革に逆行する企業に違反多数 

働き方改革により労働環境の改善が求められる中、労働安全衛生法や労働基準法などの法令に基づいて

定められた安全基準や労働条件に不適切な違反が多数発生しています。特に、労災事故や違法な時間外

労働、賃金の未払いなどがコンプライアンス違反として処分の対象となっています。いわゆるブラック

企業に対する規制が強化されているにもかかわらず、企業が適切に対応できていないケースが多く、対

応に必要な人手や原資の不足が懸念されます。 

 

◆調査結果詳細 

1位 貨物自動車運送事業法：504件 

主な違反内容：適切な運行管理の欠如、過積載運送の引受けなど 

貨物自動車運送事業法は、主にトラックでの運送をおこなう事業者に対して、輸送の安全確保や貨物自

動車運送事業の健全な発達のため適切な運営を定めたものです。これに違反した処分理由としては、適

切な運行管理の欠如、過積載運送の引受けなどが挙げられます。具体的にはドライバーの体調や酒気帯

びの有無を確認する点呼や、乗務等の記録を適切に行っていないため、貨物自動車運送事業輸送安全規

則に適していないとして処分の対象となっている事例が多く見られました。また、許可された重量を超

えた貨物を運搬した過積載運送も多くありました。運送業では、2024 年 4 月から働き方改革関連法で自
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動車運転業務の年間時間外労働時間の上限が 960 時間に制限されたことによるドライバー不足の発生が

懸念されていましたが、厳しい納期に対応するために無理な運行計画を組み、結果として違反の多発に

つながっていると考えられます。 

 

2位 労働安全衛生法: 444件 

主な違反内容：安全対策不足による労働災害など 

労働安全衛生法は、職場での事故や疾病といった労働災害を防止するために、安全に関するルールや責

任体制の明確化を定め、職場における労働者の安全と健康を確保することを目的としています。これに

違反した処分理由としては、事業者の安全対策不足によるものが多く、高所での作業や重機の扱いなど

危険が伴う作業について安全基準を満たさないまま業務を行ったケースが多発していました。また、こ

れらの違反により労災事故が発生した際に、事故の隠蔽を図って労働者死傷病報告書の未提出や虚偽の

報告をしたことで行政処分に至っている例も散見されました。なかには死亡事故に繋がる労働災害も発

生しているため、法令に則った適切な安全管理が重要です。 

 

3位 道路運送法: 410件 

主な違反内容：タクシーやバス運転手の乗務時間の超過、指導監督義務違反など 

道路運送法は、主にタクシーやバスなどの旅客運送を自動車で行う事業者に対して、輸送の安全確保や

公共の福祉の増進に資することを目的に定められています。これに違反した処分理由としては、運転手

の拘束時間及び休日労働の限度超過や、疾病や疲労のおそれがある運転手に運行業務をさせたことが多

く見られました。これらの過労防止関連の行政処分の基準引き上げによって、働き方改革が進んでいる

ものの、貨物運送業と同じくドライバー不足が懸念されます。 

また、旅客自動車運送事業者は、運行の安全を確保するために運転手に対して国土交通大臣の定めた適

切な指導監督を行わなくてはなりませんが、これらの指導が適切に行われなかった事業者に対しても行

政処分が多くなっていました。 

 

4位 建設業法: 179件 

主な違反内容： 無許可での工事請負、技術者の不適正な配置など 

建設業法は、事業者の資質の向上、建設工事の請負契約の適正化等を図ることによって、建設工事の適正

な施工を確保し、発注者の保護と建設業の健全な発達を目的に定められています。建設業では、土木工事

や内装工事、管工事など、工事の種類に応じた専門的な技術が求められます。そのため、対応する許可を

取得し、適切な技術者を配置することが必要ですが、これらの基準を守らずに工事を請け負った事業者

に、行政処分が科されていました。また、工事現場での安全管理体制の不備による営業停止や、代表者の

不法行為による建設業許可の取り消しなどが多く発生していました。 

 

5位 道路運送車両法: 177件 

主な違反内容：指定自動車整備事業者の基準違反、車検の虚偽申請など 

道路運送車両法は、主に自動車やバイクなどの道路運送車両に関し、所有権を公的に証明することや、安

全性を確保するための基準を定めています。同法に基づいて国から認定を受けた指定自動車整備事業者
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（民間車検場）は、車検などの自動車整備を行うことができますが、基準に適合する設備および人員配置

でなないとして、認定取り消し処分を受けている事例が散見されました。また、整備記録の虚偽記録や、

基準を満たさない車両に対して保安基準適合証を故意に発行するなど、車検の虚偽申請によって営業停

止になるケースが多発していました。 

 

6位 最低賃金法: 100件 

主な違反内容：給与の未払い、最低賃金額以上の給与を支払わなかったもの など 

最低賃金法は、労働者に対して最低限の賃金を保証することで労働条件を改善し、労働者の生活を安定

させることを目的としています。最低賃金の対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な賃金とされて

おり、企業は労働者に対し毎月最低賃金額以上の賃金を支払わなくてはならないと定めていますが、最

低賃金額に満たない給与を支払っていた企業が行政処分を受けていました。また、給与の未払いが原因

で行政処分を受けた企業の行政処分が多数発生していました。 

 

7位 労働基準法: 84件 

主な違反内容：違法な時間外・休日労働など 

労働基準法は、労働者が人間らしい生活を送るために最低限必要な労働条件を定めたものです。同法で

は、法定労働時間を原則１日８時間・１週 40時間以内と定めており、法定労働時間を超えて労働者に時

間外労働（残業）をさせる場合には、労使協定（３６協定）の締結が必要としています。この３６協定を

結ばずに残業をさせた企業や、３６協定で定めることができる時間外労働時間を超えて残業をさせた企

業に行政処分がされていました。また、その他にも残業代の割増賃金を払わなかった企業や、労働条件を

適切に明示しなかった企業にも是正勧告が出されていました。 

 

8位 金融商品取引法: 75件 

主な違反内容：無登録での金融商品取引の実施、インサイダー取引など 

金融商品取引法は、企業の情報開示制度や金融商品取引業者に関するルールを整え、金融商品の発行や

取引が公正に行われるようにすることで、資本市場を健全に発展させ、投資家を保護することを目的と

しています。同法では、金融商品取引業は、内閣総理大臣の登録を受けた者でなければ行うことができな

いと定めていますが、無登録で投資の勧誘やウェブサイト上に金融商品取引業を行う旨を表示したこと

で処分を受けている企業が多く見受けられました。その他には、インサイダー取引や、有価証券報告書に

虚偽の記載をした企業などで、課徴金納付命令が勧告されています。 

 

9位 技能実習法: 56件 

主な違反内容：認定計画に則らない技能実習の実施、外国人に不法就労活動をさせる など 

技能実習法は、技能実習についての基本的な考え方や、国の責任を明確にし、技能実習計画の認定や監理

団体の許可制度を設けるものです。また、入管法や労働基準法、労働安全衛生法などの法律と連携して、

技能実習が適切に行われ、技能実習生が保護されることを目指しています。これに基づいて技能実習を

行わせる企業は、受け入れようとする技能実習生ごとに技能実習計画を作成し認定を受ける必要があり

ますが、この認定計画に則らない技能実習を行った企業が行政処分を受けることが多く、適切な管理が
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求められています。また、外国人の出入国や労働に関する法令に関し不正を行い不法就労活動させる悪

質な例も見受けられるため、注意が必要です。 

 

10位 独占禁止法: 53件 

主な違反内容：価格カルテル、入札談合など 

独占禁止法は、一部の企業が市場を独占したり、不正な取引制限をしたり、不公正な方法で取引を行うこ

とを禁止するものです。企業が一部の分野で過度に力を持つことを防ぎ、公正で自由な競争を促進する

ことを目的としています。これに違反した行政処分の理由としては、公共事業の入札で企業が事前に入

札価格や落札企業を決める談合行為や、複数の企業が話し合って商品の価格を決め、価格競争を避ける

価格カルテルなどが多く見受けられました。 

 

◆考察 

調査の結果、働き方改革推進の流れに対応しきれていない企業への行政処分が多数発生していることが

明らかとなりました。特に運送業や建設業では人手不足が深刻化しており労働力の確保が困難な状況下

で、無理な業務計画が違反の要因になっていると考えられます。また、ブラック企業に対する社会の関心

が高まったことや、通報窓口の整備やインターネットを通じた情報公開が進んだことで、違反が表面化

しやすくなり、行政処分に繋がっていることも要因と考えられます。 

 

また、処分内容によっては事業停止命令や認定の取り消しが発生し、業績に直接影響する場合がありま

す。このように、リアルタイムで企業の様子がわかるネット上の定性情報を活用すると、安心して契約や

取引ができる環境を整えることができます。今後は自社のレピュテーションマネジメントの為だけでな

く、取引先のリスクをタイムリーに把握し、ブランド毀損リスクを未然に防ぐことが重要になると考え

ます。 

 

◆調査概要 

調査期間：2023年 9月 1日〜2024年 8月 31日 

対象データ：インターネット上に公表された行政処分および行政指導のうち、主に中央の官庁や省庁が

公表したものであり、処分の根拠となった法令が特定できたもの 2,430件 

 

◆アラームボックス株式会社 

AI与信管理クラウドサービス「アラームボックス」( https://alarmbox.jp )は、企業や自治体の HPに

掲載された情報や、SNS や口コミなどインターネット上で投稿された情報を AI 技術で収集・解析し、提

供するクラウドサービスです。新規取引時の与信判断、既存取引先の継続的な与信管理、さらに売掛保証

までを一括して行うことができます。 

当社が提供する「アラームボックス 行政処分データ」は、省庁・地方自治体を網羅した最新の行政処分

情報が毎週自動で届くサービスです。アラームボックスが毎日 100 箇所以上の行政のウェブページから

情報を取得・整理して提供するため、利用会員は行政処分を受けた企業の情報を自社のデータベースを

簡単に貯蓄することが可能になります。 

https://alarmbox.jp/
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【本件に関するお問合せ先】 

アラームボックス株式会社 PR 担当 稲田 

TEL: 050-3749-5843 MAIL: pr@alarmbox.co.jp 

 

 

 

 

 

◆会社概要 

代表者：代表取締役社長 武田 浩和 

所在地：東京都新宿区市谷本村町３－２２  

設立 ：2016年 6月  

資本金：3.36億円 

企業サイト： https://alarmbox.co.jp 

サービスサイト： https://alarmbox.jp 
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